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総 務 関 係 
 

筑西広域市町村圏域の概況 

 

筑西広域市町村圏は、茨城県の西部に位置し、県都水戸市から４０～５０ｋ

ｍ圏、筑波研究学園都市から２０～４０ｋｍ圏、首都東京から７０～９０ｋｍ

圏にあり、筑西市、結城市、桜川市の３市で構成され人口は約１９万人になり

ます。交通は、筑西市を南北に通る国道２９４号や広域を東西に横断する国道

５０号があり、桜川市には北関東自動車道桜川筑西インターチェンジを有して

います。鉄道は、ＪＲ水戸線、真岡鐵道真岡線、関東鉄道常総線があり、市民

の生活の一部として利用されています。 

広域面積４５１．１２ｋ㎡の中には豊かな自然環境と雨引観音をはじめとす

る優れた歴史と文化が融合した、落ち着きのある生活文化空間を形成していま

す。 

人口減少や急激な高齢化等さまざまな諸問題が取り巻き厳しい状況下ではあ

りますが、住民の負託に応え安心で魅力のあるまちづくりを推進してまいりま

す。 

構成３市の面積・人口・世帯数 

     （令和 5 年４月１日現在） 

 区分 

市別 

面積 

（㎢ ） 

人口（人） 世帯数

（戸） 男 女 計 

筑西市 205.30 50,510 50,714 101,224 43,078 

結城市 65.76 25,489 24,688 50,177 21,180 

桜川市 180.06 19,355 19,393 38,748 15,461 

合 計 451.12 95,354 94,795 190,149 79,719 
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消防のあゆみ 

  当消防本部は、広域消防整備計画に基づき、昭和 48年 4月に 2市 5町 1村をも

って構成されました。平成 17 年 3 月 28 日には、下館市、関城町、明野町、協和

町が合併、筑西市が誕生。さらに平成 17 年 10 月 1 日には岩瀬町、真壁町、大和

村が合併して桜川市が誕生し、結城市を含めた３市の構成になりました。 

これからも、地域の皆様方が消防行政の利益を平等に享受できるよう、また、日常

数多く潜在する危険から地域住民の生活を守る担い手としての責任を果たすため、防

災対策の万全を期すべく日夜精進を続けてまいります。 

S48. 4. 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 1 

4. 6 

 

5.29 

8. 9 

10.31 

 

 

 

11.15 

下館市消防本部と結城市消防本部を組合消防本部とし、下館消防署及び川島出

張所、並びに結城消防署の 2署 1出張所をもって下館地方広域市町村圏事務組

合消防本部を発足する。 

 既設消防力 

 下館消防署    消防ポンプ自動車１台、水槽付消防ポンプ自動車１台、 

化学消防ポンプ自動 車１台、 

救急自動車２台、査察車１台、 

超短波無線電話基地局１局、移動局６局、 

携帯無線機９局、 

（川島出張所）   消防ポンプ自動車１台、超短波無線電話移動局１局 

結城消防署    消防ポンプ自動車１台、水槽付消防ポンプ自動車１台、 

化学消防ポンプ自動車１台、 

救急自動車１台、指令車１台、 

超短波無線電話基地局１局、移動局６局、 

携帯無線機２局、 

職員数     下館消防署４９名、結城消防署３６名の計８５名及び    

職員３１名を増員して、総数１１６名となる。 

初代 石島 利一 消防長就任 

関彰商事株式会社より救急自動車の寄贈を受け、下館消防署に配置する。 

岩瀬消防署及び真壁消防署を開設する。（仮庁舎） 

指令車３台購入、消防本部、岩瀬消防署、真壁消防署に配置する。 

水槽付消防ポンプ自動車２台購入、岩瀬消防署、真壁消防署に配置する。 

㈶日本消防協会より救急自動車の寄贈を受け、真壁消防署に配置する。 

下館地方広域市町村圏事務組合を筑西広域市町村圏事務組合に名称が変更となる。 

電波法の改正に伴い超短波無線電話６局購入、下記のとおり配置する。（更新） 

結城消防署  基地局１局、移動局２局 

下館消防署  移動局３局 

超短波無線電話９局購入、下記のとおり配置する。 

消防本部   移動局１局 

岩瀬消防署  基地局１局、移動局３局 

真壁消防署  移動局４局 （うち可搬型１局） 
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S49. 1.24 

3.30 

 

篠崎源氏より査察車の寄贈を受け、下館消防署に配置する。 

 ㈳日本自動車工業より救急自動車の寄贈を受け、岩瀬消防署に配置する。 

  昭和４8年度 退職職員 2名 

S49. 4. 1 

5. 7 

 

7.10 

 

7.17 

7.29 

 

8. 5 

 

10. 2 

 

 

 

10.29 

10.31 

 

 職員４６名採用、総数１６０名となる。 

  関城分署、明野分署及び協和分署を開設する。（仮庁舎） 

 指令車４台購入、下館消防署、関城分署、明野分署及び協和分署に配置する。 

 真壁消防署庁舎（総工費 32,111,500 円）が真壁町大字山尾７９３番地に完成

する。 

 携帯無線機２局購入、岩瀬消防署及び真壁消防署に配置する。 

 超短波無線電話移動局４局購入、下館消防署、関城分署、明野分署及び協和分

署に配置する。 

岩瀬消防署庁舎（総工費 32,419,000 円）が岩瀬町大字岩瀬３７２番地の２に

完成する。 

 水槽付消防ポンプ自動車４台購入、関城分署、明野分署、協和分署及び結城南

出張所に配置する。 

超短波無線電話移動局４局購入、関城分署、明野分署、協和分署及び結城南出

張所に配置する。 

普通消防ポンプ自動車２台購入、岩瀬消防署、真壁消防署に配置する。 

超短波無線電話移動局２局購入、岩瀬消防署及び真壁消防署に配置する。 

昭和 49年度 退職職員５名 

S50. 4. 1 

 

 

4. 7 

 

4.12 

 

７. 4 

 

9. 5 

 

10. 1 

S51. 1.20 

1.28 

3. 2 

3. 3 

3.16 

3.22 

 

 結城南出張所（総工費 32,062,000 円）が結城市大字大木１１３８番地に完

成する。 

 職員２１名採用、総数１７６名となる。 

 関城分署庁舎（総工費 31,342,000 円）が関城町大字上野１０４５番地の１

に完成する。 

 明野分署庁舎（総工費 30,943,000 円）が明野町大字倉持１１２３番地の１

に完成する。 

 協和分署庁舎（総工費 30,993,000 円）が協和町大字門井１９７６番地の１

に完成する。 

 ㈶日本消防協会より救急自動車の寄贈を受け、関城分署に配置する。 

 超短波無線電話移動局２局購入、消防本部及び関城分署に配置する。 

 職員２２名採用、総数 198名となる。 

 梯子付消防ポンプ自動車を購入、下館消防署に配置する。 

 超短波無線電話移動局１局購入、下館消防署に配置する。 

 株式会社森田ポンプより乗用車の寄贈を受け、消防本部に配置する。 

 超短波無線電話２局購入、明野分署及び協和分署に配置する。 

 山之内製薬株式会社より救急自動車の寄贈を受け、協和分署に配置する。 

 救急自動車を購入、明野分署に配置する。 

 昭和５０年度 退職職員３名 
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S51. 4. 1 

5. 1 

7.22 

 

10. 1 

10.20 

S52. 1.24 

 

職員２名採用、総数１９７名となる。 

 職員２名採用、総数 199 名となる。下館消防署特別救助隊発足する。 

 携帯無線機５局購入、岩瀬消防署、真壁消防署、関城分署、明野分署、協和分

署各１局配置する。 

職員２名採用、総数 201 名となる。 

水槽付消防ポンプ自動車を購入、結城消防署に配置する。（更新） 

㈳日本損害保険協会より救急自動車の寄贈を受け結城消防署に配置する。 

昭和 5１年度 退職職員１名 

S52. 7. 1 

9.12 

 

12.16 

 

職員３名採用、総数２０３名となる。 

超短波無線電話移動局４局購入、関城分署（可搬型）明野分署（可搬型）協和

分署（可搬型）及び結城消防署に配置する。 

普通消防ポンプ自動車１台購入、下館消防署川島出張所に配置する。(更新) 

昭和５２年度 退職職員２名 

S53. 4. 1 

5. 1 

5. 2 

8.31 

 9.30 

10. 1 

 

12.18 

 

職員３名採用、総数２０４名となる。 

初代 石島 利一 消防長退任、総数 203名となる。 

第二代 赤羽 孝夫 消防長就任 

携帯無線機４局購入、消防本部１局及び結城消防署に３局を配置する。 

第二代 赤羽 孝夫 消防長退任、総数 202 名となる。 

第三代 濱野 正 消防長事務取扱就任 

職員２名採用、総数 204 名となる。 

山林火災用小型動力ポンプを購入、岩瀬消防署に配置する。 

昭和５３年度 退職職員 4 名 

S54. 6.13 

 

7.11 

8.18 

8.20 

8.31 

9. 1 

9.20 

12. 1 

S55. 2.18 

3.27 

 

 専用電話集録装置８局購入、岩瀬消防署３台、真壁消防署２台、関城分署、明

野分署、協和分署に各１台配置する。 

 広報車（山林パトロール用）２台購入、岩瀬消防署及び真壁消防署に配置する。 

 小型動力ポンプを購入、真壁消防署に配置する。 

 加入電話５回線増設（岩瀬、真壁消防署及び関城、明野、協和分署に設置） 

 携帯無線機２局購入、結城消防署に配置する。 

 職員５名採用、総数 205 名となる。 

 超短波無線電話移動局２局購入、岩瀬消防署、真壁消防署に配置する。 

 職員１名採用、総数 206 名となる。 

 加入電話１回線増設、下館消防署に設置。 

 普通消防ポンプ自動車を購入、結城消防署に配置する。（更新） 

 昭和 54 年度 退職職員３名 

S55. 4. 1 

7.29 

 

9.20 

12.20 

 職員１名採用、総数２０４名となる。 

 広報車を購入、下館消防署に配置する。(更新) 

 指令車を購入、結城消防署に配置する。(更新) 

 加入電話１回線増設、結城消防署に設置。 

携帯無線機６局購入、消防本部、岩瀬、真壁消防署及び関城、明野、協和分署 

 



5 

 

S56.12.20 

 

に各１局を配置する。 

昭和 55 年度 退職職員２名 

S56.10.15 

S57. 1.26 

     3. 9 

 

3.17 

3.31 

 職員２名採用、総数２０４名となる。 

 普通消防ポンプ自動車を購入、下館消防署に配置する。(更新) 

 携帯無線機４局購入、下館消防署２局、結城消防署、岩瀬消防署に各１局を配

置する。 

㈳日本損害保険協会より救急自動車の寄贈を受け、下館消防署に配置する。 

消防無線基地局非常電源を設置する。 

S57. 4. 5 

7.26 

10. 1 

10.22 

12.24 

S58. 2.16 

 

 

2.23 

2.28 

 

3. 4 

 下館市危険物安全協会より広報車の寄贈を受け、消防本部に配置する。 

 査察車３台購入、結城、岩瀬、真壁の各消防署に配置する。 

 職員５名採用、総数２０9 名となる。 

 気象観測装置を下館消防署に設置する。 

 指令車を購入、大和分署に仮配置する。(開設準備期間) 

 超短波無線電話移動局４局、可搬型移動局１局を大和分署に仮配置、下館消防

署１局(更新)、結城消防署１局(更新)を配置する。携帯無線機６局購入、下館

消防署２局、結城消防署１局を配置、大和分署３局を仮配置する。 

水槽付消防ポンプ自動車を購入、大和分署に事前配置する。 

大和分署車庫（総工費 31,200,000 円）が大和村大字羽田１０００番地に完

成する。 

大和分署に加入電話２回線を事前開設する。 

S58. 4. 1 

S59. 2. 1 

2.22 

 

 大和分署を開設する。職員５名採用、総数２１４名となる。 

 職員３名採用、総数 217 名となる。 

 化学消防ポンプ自動車を購入、下館消防署に配置する。(更新) 

 昭和 58 年度 退職職員４名 

S59. 4. 1 

 

4. 2 

5. 1 

S60. 1. 1 

3. 1 

  

 茨城県防災行政無線局を消防本部に設置する。 

 第三代 濱野 正 消防長事務取扱退任 

 第四代 池田 満 消防長就任、職員総数２１４名となる。 

 職員２名採用、総数 216 名となる。 

 科学万博消防署に職員２名派遣する。 

 科学万博消防署に職員３名派遣する。(合計５名) 

 昭和５９年度 退職職員１名 

S60. 6.29 

 

8. 1 

8. 3 

 

 結城消防署庁舎（総工費 225,200,000 円）が結城市みどり町二丁目３番地

に完成し移転する。 

 職員４名採用、総数 219 名となる。 

㈶日本消防協会より広報車の寄贈を受け消防本部に配置する。 

㈶日本消防協会より｢筑西広域少年婦人防火委員会｣に軽可搬動力消防ポンプ

(Ｄ－１級富士ロビン)２台の寄贈を受け、協和町｢蓮沼団地婦人防火クラブ｣下

館市｢羽黒婦人防火クラブ｣に配置する。 
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S60.10. 1 

 

S61. 3.31 

 国際科学技術博覧会協会より普通消防ポンプ自動車（Ａ－１級トヨタ）の寄贈

を受け、真壁消防署に配置する。 

第四代 池田 満 消防長退任、総数 218 名となる。 

昭和 60 年度 退職職員 3 名 

S61. 4. 1 

 

5.23 

6. 1 

8. 5 

 

 8. 7 

 

 

第五代 肥田 猛 消防長就任 

職員１名採用、総数２１６名となる。 

救助艇（船外機付）を購入、結城消防署に配置する。 

職員１名採用、総数 217 名となる 

台風１０号水害により、大規模特殊災害広域航空消防応援により東京消防庁及

び横浜市消防局航空隊の応援を受ける。 

㈶日本消防協会より｢筑西広域少年婦人防火委員会｣に軽可搬動力消防ポンプ

(Ｄ－１級トーハツ)の寄贈を受け｢結城市国府町婦人防火クラブ｣に配置する。 

昭和 61 年度 退職職員１名 

S62. 6.29 

8. 3 

 

 

8.25 

 

9.17 

12. 1 

S63. 1.21 

3. 4 

 消防指令広報車１台購入、関城分署に配置する。(更新) 

 ㈶日本消防協会より｢筑西広域少年婦人防火委員会｣に軽可搬動力消防ポンプ

(Ｄ－１級シバウラ)２台の寄贈を受け、「岩瀬町飯渕・久原婦人防火クラブ」及

び「関城町上野婦人防火クラブ」に配置する。 

第３回茨城県幼年・少年・婦人防火大会が下館市で開催され、会員 1,200 名

が参加する。 

水槽付消防ポンプ自動車を購入、下館消防署に配置する。(更新) 

職員１名採用、総数 217 名となる。 

㈳日本自動車工業会より救急自動車の寄贈を受け、岩瀬消防署に配置する。 

救急自動車を２台購入、下館消防署、結城消防署に配置する。(更新) 

S63. 7.30 

 

 

8.30 

12.27 

 

H1. 1.27 

3.31 

㈶日本消防協会より｢筑西広域少年婦人防火委員会｣に軽可搬動力消防ポンプ

(Ｄ－１級ラビット)２台の寄贈を受け、「下館市市野辺婦人防火クラブ」及び「関

城町西保末婦人防火クラブ」に配置する。 

水槽付消防ポンプ自動車を購入、岩瀬消防署に配置する。(更新) 

救急自動車４台購入、真壁消防署、関城分署、明野分署、協和分署に配置する。 

(更新) 

 消防指令広報車を購入、結城消防署に配置する。(更新) 

 携帯無線機２局購入、結城消防署、真壁消防署に配置する。 

 昭和６3 年度 退職職員１名 

H1. 5.30 

7.27 

8.30 

10. 1 

10.11 

10.30 

 

 

 消防指令広報車３台購入、下館、岩瀬、真壁消防署に配置する。(更新) 

 携帯無線機２局購入、関城分署、明野分署に配置する。 

 下館消防署の放送設備を更新する。 

 職員２名採用、総数２１8 名となる 

水槽付消防ポンプ自動車２台購入、結城消防署、真壁消防署に配置する。(更新) 

 ㈶日本消防協会より｢筑西広域少年婦人防火委員会｣に軽可搬動力消防ポンプ

(Ｄ－１級トーハツ)の寄贈を受け「真壁町東山田婦人防火クラブ」に配置する。 

 ㈶日本防火協会より防火広報車の寄贈を受け、消防本部に配置する。下館消防 
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H1.10. 1 

H2. 3. 1 

 

 署の電話設備を更新する。 

㈳日本損害保険協会より救急車の寄贈を受け、下館消防署に配置する。(更新) 

平成元年度 退職職員３名 

H2. 4. 1 

5.24 

5.31 

6.18 

8. 2 

 

 

8. 6 

 

9.11 

 

 

 職員３名採用、総数２１８名となる。 

 電話ファクシミリを購入、下館消防署に設置する。 

 真壁消防署の電話設備を更新する。 

 消防指令広報車２台購入、明野分署、協和分署に設置する。(更新) 

 ㈶日本消防協会より｢筑西広域少年婦人防火委員会｣に軽可搬動力消防ポンプ

(Ｄ－１級シバウラ)の寄贈を受け、「協和町蓮沼団地婦人防火クラブ」に配置す

る。 

岩瀬消防署の無線基地局を更新する。携帯無線機２局購入、結城消防署、協和

分署に設置する。 

水槽付消防ポンプ自動車３台購入、関城分署、明野分署、協和分署に配置する。

(更新) 

平成２年度 退職職員３名 

H3. 4. 1 

5.23 

6.15 

 

6.26 

12.18 

12.25 

H4. 1.29 

 

 

 

 3.13 

 

3.31 

 

 職員１名採用、総数２１６名となる。 

 電話ファクシミリを購入し、結城、岩瀬、真壁消防署に設置する。 

 連絡車を購入し、消防本部に配置する。(更新)  査察車を購入し、下館消防署に

配置する。(更新) 

岩瀬消防署の電話設備を更新する。 

化学消防ポンプ自動車を購入し、結城消防署に配置する。(更新) 

ひとり暮らし老人等緊急通報システムの開通式並びに業務を開始する。 

㈳日本損害保険協会より救急車の寄贈を受け、結城消防署に配置する。(更新) 

㈱広沢電気より多目的電源照明車の寄贈を受け、下館消防署に配置する。 

自動車電話、心電図伝送装置を購入し全救急車に配備、救急心電図伝送システ

ムを開始する。 

 車載用無線機２局、携帯無線機２局を購入し、下館消防署、結城消防署に配置

する。(更新) 

普通消防ポンプ自動車を購入し、岩瀬消防署に配置する。(更新) 

平成３年度 退職職員３名 

H4. 4. 1 

11. 1 

11. 5 

H5. 3. 3 

 

 

 職員５名採用、総数２１８名となる。 

 職員１名採用、総数２１９名となる 

 普通消防ポンプ自動車を購入し、下館消防署に配置する。(更新) 

 水槽付消防ポンプ自動車を購入し結城消防署に配置する。(更新) 救助工作車  

 を購入し、下館消防署に配置する。(増強) 

 平成 4 年度 退職職員６名 

H5. 4. 1 

10. 1 

10.29 

職員６名採用、総数２１９名となる。 

 職員２名採用、総数２２１名となる。 

 消防職員互助会及び筑西広域防火管理協議会より一部寄付を受け、マイクロバ 
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H5.10.29 

12.24 

 

H6. 3.31 

スを購入する。 

３０メートル級梯子付消防ポンプ自動車を購入し結城消防署に配置する。 

（増強） 

 第五代 肥田 猛 消防長退任 

平成 5年度 退職職員 3名 

H6. 4. 2 

 

10. 1 

10.19 

12. 1 

H7. 1. 1 

2.17 

3.16 

3.20 

3.30 

 

 

 第六代 生井 一郎 消防長就任、総数 218名となる。 

職員 10名採用、総数 228名となる。 

 職員２名採用、総数 230名となる。 

 広報車を購入し、下館消防署に配置する。(更新) 

 職員１名採用、総数 231名となる。 

 職員１名採用、総数 232名となる。火災初期出動体制の改善を実施する。 

 救助工作車を購入し、結城消防署に配置する。(増強) 

 普通消防ポンプ自動車を購入し結城消防署に配置する。(更新) 

 下館消防署に無線局（基地局の全国波）を設置する。(増強) 

 広報車（山林パトロール用）２台購入し、岩瀬消防署及び真壁消防署に配置す

る。(更新) 

 平成 6年度 退職職員４名 

H7. 4. 1 

5.12 

7.26 

10. 1 

11.14 

12.25 

 

 職員８名採用、総数２３６名となる。 

 救急救命士法(平成３年法律第３６号)施行後初の救急救命士免許取得者１名となる。 

 広報車を購入し、消防本部、結城消防署に配置する。(増強) 

 職員１名採用、総数 237名となる。 

 救急救命士免許取得者１名、計２名となる。 

 高規格救急車を購入し下館消防署に配置する。(増強)  救急救命士２名配置。 

 平成 7年度 退職職員３名 

H8. 4. 1 

6.25 

 

 

7. 1 

7.10 

 

8.27 

 

11. 5 

H9. 1.29 

     

2. 3 

 2.13 

3.22 

 職員２名採用、総数２３６名となる。 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設に係る用地の代行買収委託契約 

を筑西広域市町村圏事務組合管理者と㈶下館市開発公社副理事長との間で締結  

する。 

 職員３名採用、総数 23９名となる。 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設用地に係る買収契約を㈶下館市開

発公社と地権者５名で締結する。 

下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設事業に係る設計会社選定方法につ

いて、首長会議の結果公募プロポ－ザル方式に決定する。 

38メートル級梯子付消防ポンプ自動車を購入し下館消防署に配置する。(更新)   

下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設事業の基本設計委託業務に係る公

募型プロポーザル審査会を開催し、最適コンサルタント１社を選出する。 

救急自動車を購入し真壁消防署に配置する。(更新) 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設工事基本設計業務に着手する。 

 化学防護服２着及び簡易画像探索機を購入し下館消防署に配置する。(増強) 
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H9. 3.27 

 

H9.3.31 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設工事基本設計計画報告書が提出さ

される。 

第六代 生井 一郎 消防長退任 

平成 8年度 退職職員５名 

H9. 4. 1 

 

4.10 

5.19 

5.20 

9. 1 

10.24 

11.20 

H10. 2. 2 

 

2.27 

3.20 

 

 

 

第七代 篠田 昭宣 消防長就任 

職員５名採用、総数２３９名となる。 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設工事実施設計業務に着手する。 

 救急救命士免許取得者１名、計３名となる。 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設工事の地質調査業務に着手する。 

 指令車を購入、大和分署に配置する。(更新) 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設工事実施設計報告書が提出される 

 救急救命士免許取得者１名、計４名となる。 

 ９年・１０年度下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎、建設工事、電気設備

工事、機械設備工事を契約、工事に着手する。 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎建設工事安全祈願祭を実施する。 

 普通消防ポンプ自動車を購入し下館消防署川島出張所に配置する。(更新) 

 高規格救急車を購入し結城消防署に配置する。(増強) 救急救命士２名配置。 

 救急車２台を購入し関城分署、明野分署に配置する。(更新) 

 平成９年度 退職職員１名 

H10. 5.20 

6.23 

7. 1 

7.31 

 9.30 

10.28 

 

11.25 

12.16 

H11. 3.23 

3.31 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎訓練塔工事及び外構工事を契約する。 

 筑西広域消防本部消防緊急通信指令施設を契約する。 

 職員８名採用、総数２４６名となる。 

 筑西広域消防本部消防緊急通信指令施設発信地表示システムを契約する。 

 筑西広域消防本部防災展示ホール施設工事を契約する。 

 水槽付消防ポンプ自動車を購入し、大和分署に配置する。(更新) 

 救急車を購入し、協和分署に配置する。(更新) 

 救急救命士免許取得者１名、計５名となる。 

 下館消防署・筑西広域消防本部併用庁舎備品を契約する。 

 筑西広域消防本部・下館消防署併用庁舎が竣工 

 第七代 篠田 昭宣 消防長退任 

平成 10年度 退職職員 3名 

H11. 4. 1 

 

 

 

5. 1 

9.12 

11.26 

12. 6 

 筑西広域消防本部・下館消防署新庁舎で業務を開始する。 

 第八代 内田 昭治 消防長就任 

 職員１名採用、総数 244名となる。 

 茨城県防災航空隊へ１名派遣する。 

 職員１名採用、総数２４５名となる。 

 大関消防司令補殉職、総数２４４名となる。 

 救急救命士免許取得者１名、計６名となる。 

化学消防ポンプ自動車を購入し、下館消防署に配置する。(更新) 
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H12.12.6 

3.31 

消防ポンプ自動車を購入し、真壁消防署に配置する。(更新) 

平成１１年度 退職職員４名 

H12.4.1 

5.26 

11.14 

11.21 

H13. 3.31 

職員５名採用、総数２４５名となる。 

救急救命士免許取得者１名、計７名となる 

救急救命士免許取得者１名、計８名となる。 

 高規格救急車を購入し、岩瀬消防署に配置する。（更新）救急救命士２名配置。 

第八代 内田 昭治 消防長退任 

平成 12年度 退職職員 5名 

H13. 4. 1 

 

 

4.26 

6. 8 

6.27 

10.16 

12. 3 

H14. 1.30 

2.28 

3.31 

 第九代 藤田 隆 消防長就任 

 職員７名採用、総数２４７名となる。 

 救急車を大和分署に配置する。(増強) 

 救急救命士免許取得者１名、計９名となる。 

 救急救命士免許取得者１名、計１０名となる。 

 指令車を購入し、関城分署に配置する。(更新) 

 クレーン付搬送車・救助艇を購入し、下館消防署に配置する。(増強) 

 救急救命士免許取得者１名、計１１名となる。 

 救急車を購入し、大和分署に配置する。(更新) 

 指令車を購入し、結城消防署に配置する。(更新) 

 第九代 藤田 隆 消防長退任 

平成 13年度 退職職員 3名 

H14. 4. 1 

 

 

 

6. 6 

11.26 

12.20 

 

 

 第十代 本橋 幾郎 消防長就任 

 職員９名採用、総数２５４名となる。(救命士免許取得者１名含む) 

 救急救命士免許取得者１名、計１２名となる。 

茨城県防災航空隊へ１名派遣する。 

 救急救命士免許取得者１名、計１３名となる。 

 救急救命士免許取得者１名、計１４名となる。 

 災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車を購入、下館消防署に配置する。(更新) 

 小型動力ポンプ付大型水槽車を購入し、下館消防署に配置する。(増強) 

平成 14年度 退職職員７名 

H15. 4.1 

5.6 

10.29 

 

11.13 

 

12. 9 

 

 

 職員１１名採用、総数２５８名となる。 

 救急救命士免許取得者１名、計１５名となる。 

 指令車を購入し、岩瀬消防署に配置する。（更新） 

 指令車を購入し、真壁消防署に配置する。（更新） 

  災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車を購入し、岩瀬消防署に配置する。 

（更新） 

 災害対応特殊救急自動車を購入し、真壁消防署に配置する。（更新） 

 救急救命士免許取得者１名、計１６名となる。 

  平成 15 年度 退職職員１名 

H16. 4. 1 

5. 7 

 職員８名採用、総数２６５名となる。  

 救急救命士免許取得者１名、計１７名となる。  
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11.19 

 

12.7 

H17.2.1 

3.28 

3.31 

 

災害対応特殊救急自動車を購入、下館消防署川島出張所に配置する。（更新） 

救急救命士免許取得者１名、計１８名となる。 

指導車を購入し、下館消防署に配置する。（更新） 

職員１名採用 

下館市、関城町、明野町、協和町が合併、『筑西市』となる。 

水槽付消防ポンプ自動車を購入し、真壁消防署、結城消防署南出張所に配置 

する。（更新） 

平成 16年度 退職職員 4名 

H17.4.1 

5.11 

10. 1 

11.10 

11.21 

H18. 3.10 

3.27 

3.31 

職員８名採用、総数２７０名となる。（救命士免許取得者２名含む） 

救急救命士免許取得者１名、計２１名となる。 

岩瀬町、真壁町、大和村が合併、『桜川市』となる。 

救急救命士免許取得者１名、計２２名となる。 

指令車を購入し、明野分署、協和分署に配置する。（更新） 

高規格救急車を購入し、下館消防署に配置する。（更新） 

水槽付消防ポンプ自動車を購入し、関城分署、明野分署に配置する。（更新） 

 平成 17年度 退職職員５名 

H18.4.１ 

H19.3.15 

 

 

 

3.31 

 

 職員８名採用、総数２７３名となる。 

 広報車を購入し、下館消防署に配置する。（更新） 

 災害対応特殊救急自動車を購入し、結城消防署に配置する。（更新） 

 災害対応特殊消防ポンプ自動車を購入し、岩瀬消防署に配置する。（普通ポン

プ車の更新） 

 水槽付消防ポンプ自動車を購入し、協和分署に配置する。（更新） 

 第十代 本橋 幾郎 消防長退任 

 平成 18年度 退職職員 6名、広域事務局へ１名転出 

H19.4.1 

 

4.26 

6.1 

H20.3.31 

 第十一代 飯村 勝行 消防長就任 

職員８名採用、総数２７４名となる。 

 救急救命士免許取得者 1名、計２３名となる。 

 職員 1名採用する。総数２７５名となる。 

平成 19年度 退職職員 8名 

H20.4.1 

 

 

 

 

 

4.15 

4.21 

 

6.30 

 消防本部組織再編  

下館消防署を筑西消防署に名称変更、関城・明野・協和分署が筑西消防署の管

轄分署となる。 

 岩瀬消防署を桜川消防署に名称変更、真壁消防署の組織を変更し真壁分署と 

なる。真壁・大和分署が桜川消防署の管轄分署となる。 

茨城県防災航空隊へ１名派遣する。 

桜川消防署に北関東自動車道路供用開始に伴い救急車を配置する。（増強） 

消防本部の救急車（予備車）を廃車する。 

救急救命士免許取得者 1名、計２４名となる。 

肥田猛氏より連絡車の寄贈を受け、消防本部に配置する。 
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H21.10. 1

3.31 

消防緊急通信指令施設を高機能消防通信システムに部分更新する。 

第十一代 飯村 勝行 消防長退任 

平成 20年度 退職職員 8名、広域事務局へ１名転出 

H21. 4. 1 

 

4.22 

12. 1 

 

H22. 1.22 

3.25 

3.31 

第十二代 大和田 邦一 消防長就任 

職員９名採用、総数２６８名となる。（救命士免許取得者２名含む） 

救急救命士免許取得者３名、計２９名となる。 

高規格救急車を購入し、桜川消防署に配置する。（更新） 

災害対応特殊高規格救急車を購入し、筑西消防署明野分署に配置する。（更新） 

電源照明車を廃車する 

指揮車を購入し、消防本部に配置する。（更新） 

 平成 21年度 退職職員 8名 

H22. 4. 1 

4.13 

H23. 1.18 

3.28 

3.31 

職員１０名採用、総数２７０名となる。 

救急救命士免許取得者２名、計３１名となる。 

救助工作車（Ⅲ型）を購入し、筑西消防署に配置する。（更新） 

指令車を購入し、結城消防署に配置する。（更新） 

平成 22年度 退職職員７名 

H23. 4. 1 

 

 

5.11 

12.1 

H24. 3. 8 

3.31 

職員１０名採用、総数２７３名となる。 

救急救命士免許取得者１名、計３２名となる。 

茨城県立消防学校へ１名派遣する。 

救急救命士免許取得者３名、計３５名となる。 

災害対応特殊高規格救急車を購入し、結城消防署に配置する。（更新） 

水槽付消防ポンプ自動車を購入し筑西消防署に配置する。（更新） 

平成 23年度 退職職員 8名 

H24. 4 .1 

 

5.10 

H25. 2. 1 

3. 7 

 

      

3.31 

 

職員１０名採用、総数２７５名となる。 

救急救命士免許取得者２名、計３７名となる。 

救急救命士免許取得者２名、計３９名となる。 

茨城消防救急無線指令センター整備推進協議会事務局へ 1名出向となる。 

災害対応特殊水槽付消防ポンプ車（救助資機材搭載）を購入し、結城消防署に配

置する。（更新） 

高規格救急車を購入し、筑西消防署協和分署に配置する。（更新） 

第十二代 大和田 邦一 消防長退任 

平成 24年度 退職職員１７名 

H25. 4. 1 

 

 

 

4. 8 

4.30 

5. 8 

第十三代 森 正雄 消防長就任、総数２５９名となる。 

職員１４名採用、総数２７３名となる。 

救急救命士免許取得者１名、計４０名となる。 

㈶日本消防協会へ１名派遣する。 

救急救命士免許取得者４名、計４４名となる。 

第十三代 森 正雄 消防長退任、総数２７２名となる。 

第十四代 柴 勝昭 消防長就任 
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10.31 

12. 1 

 

化学消防ポンプ自動車を結城消防署に配置換えする。 

災害対応特殊高規格救急車を購入し、筑西消防署関城分署に配置する。（更新） 

水槽付消防ポンプ車（救助資機材搭載）を購入し、桜川消防署に配置する。 

平成 25年度 退職職員１7名 

H26.4.1 

 

 

 

8.1 

27.1.1 

 

 

3.25 

3.31 

 

桜川消防署に特別救助隊を発足する。 

職員２８名採用、総数２８３名となる。 

救急救命士免許取得者１０名、計５４名となる。 

茨城県防災航空隊へ１名派遣する。 

職員３名採用、採用 286名となる。 

救急救命士免許取得者３名、計５７名となる。 

緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練茨城県実行委員会事務局１名派遣する。 

職員１名採用する。 

救急救命士免許取得者３名、計６０名となる 

災害対応特殊高規格救急車を購入し、桜川消防署真壁分署に配置する。（更新） 

災害対応特殊水槽付消防ポンプ車を購入し、結城消防署に配置する。（更新） 

 平成 26年度 退職職員２1名 

救急救命士免許取得者１名退職、計５９名となる。 

H27.4.1 

 

 

 

 

 

10.1 

12.17 

 

H28.2.4 

3.31 

 

 

消防職員定数の期限付き特例を廃止。 

消防職員条例定数が３００人に改定となる。 

広域事務局から１名、総務課へ配属、総数２６７名となる。 

職員１８名、再任用３名採用、総数２８８名となる。 

救急救命士免許取得者２名、計６１名となる。 

救急救命士免許取得者５名、総数６６名となる。 

職員５名採用、総数 293名となる。 

災害対応特殊高規格救急車を購入し、筑西消防署明野分署に配置する。（更新） 

高規格救急車を購入し、筑西消防署川島出張所に配置する。（更新） 

いばらき消防指令センター運用開始、５名派遣する。 

第十四代 柴 勝昭 消防長退任 

平成 27年度 退職職員 22名、広域事務局へ１名転出 

救急救命士免許取得者１名退職、計６５名となる。 

H28.4.1 

 

12.31 

 

H29.3.31 

 

第十五代 水越 輝夫 消防長就任 

職員２２名、再任用６名採用、総数２９８名となる。 

救急救命士免許取得者６名、総数７１名となる。 

災害対応特殊高規格救急車を購入し、結城消防署南出張所に配置する。（更新） 

高規格救急車を購入し、桜川消防署大和分署に配置する。（更新） 

平成 28年度 退職職員２9名（再任用含む） 

H29.4.1 消防本部が、総務課、警防課、管理統制課、予防課に組織改編。 

職員１８名採用、再任用職員１１名採用、総数２９８名となる。 
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H29.4.1 

 

 

 

10.18 

12.13 

 

H30.1.11 

2.28 

H30.3.31 

 

救急救命士免許取得者５名、総数７６名となる。 

（公財）日本消防協会へ１名派遣する。 

茨城県生活環境部防災・危機管理局 消防安全課へ１名派遣する。 

赤外線カメラ付き小型無人航空機（ドローン）の運用を開始する。 

連絡車を購入し、消防本部に配置する。（更新） 

災害対応特殊梯子車を購入し、筑西消防署に配置する。（更新） 

筑西広域消防高度救助隊が発足する。 

筑西市布川地内に、筑西消防署川島分署建設用地を取得し登記完了する。 

調査車を購入し、桜川消防署に配置する。（更新） 

第十五代 水越 輝夫 消防長退任 

平成 29年度 退職職員 17名（再任用含む） 

救急救命士免許取得者１名退職、７５名となる。 

H30.4.1 

 

 

 

12.20 

 

 

H31.1.17 

3.31 

 

第十六代 高嶋 幹夫 消防長就任 

職員１６名、再任用２名採用、総数２９９名となる。 

救急救命士免許取得者４名、総数７９名となる。 

広域事務局へ２名派遣する。 

災害対応特殊救急自動車を購入し、筑西消防署に配置する。（更新） 

災害対応特殊消防ポンプ車を購入し、桜川消防署真壁分署に配置する。（更新） 

筑西消防署川島分署新築工事を契約、工事に着手する。 

筑西消防署川島分署新築工事安全祈願祭を実施する。 

第十六代 高嶋 幹夫 消防長退任 

平成 30年度 退職職員 13名（再任用含む） 

H31.4.1 

 

 

 

 

 

R1.7.26 

12.24 

3.10 

 

3.31 

 

 

第十七代 杉山 貞夫 消防長就任 

職員 9名、再任用 2名採用、総数２９７名となる。 

広域事務局に１名身分移管、総数２９６名となる。 

総務省消防庁消防大学校へ１名派遣する。 

救急救命士免許取得者２名、総数８１名となる。 

広域事務局へ 1名派遣する。 

連絡車を購入し、消防本部に配備する（更新） 

災害対応特殊救急自動車を購入し、桜川消防署に配置する。（更新） 

災害対応特殊消防ポンプ車を購入し、筑西消防署川島出張所に配置する。（更

新） 

広報車を購入し、筑西消防署川島出張所に配備する。（増強） 

第十七代 杉山 貞夫 消防長退任 

令和元年度 退職職員 9名（再任用含む） 

R2.4.1 

 

 

 

第十八代 内田 昭彦 消防長就任 

職員 5名、再任用 5名採用、総数２９７名となる。 

茨城県立消防学校へ 1名派遣する。 

救急救命士免許取得者３名、総数８４名となる。 
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R2. 7. 9 

11.12 

 

R3.1.22 

 

筑西消防署川島分署で業務を開始する。 

広報車を購入し、筑西消防署関城分署に配備する。（更新） 

連絡車を購入し、筑西消防署に配備する。（更新） 

災害対応特殊救急車を購入し、結城消防署に配備する。（更新） 

13ｍブーム付多目的消防ポンプ自動車を購入し、結城消防署に配備する。（は

しご車と相対更新） 

令和 2年度 退職職員 7名（再任用含む） 

R3.4.1 

 

12.16 

 

R4.2.15 

職員 6名、再任用 3名採用、総数２９９名となる。 

救急救命士免許取得者４名、総数８８名となる。 

災害対応特殊救急自動車を購入し、協和分署に配置する。（更新） 

災害対応特殊化学消防ポンプ自動車を購入し、結城消防署に配置する。（更新） 

搬送車を購入し、結城消防署に配置する（増強） 

 令和 3年度 退職職員 11名（再任用含む） 

救急救命士免許取得者 1名退職、総数８７名となる。 

R４.４.1 

 

 

7.1 

10.1 

12.1 

 

R5.3.31 

消防職員条例定数が３３０名に改定となる。 

職員 8名、再任用 2名採用、総数２９８名となる。 

救急救命士免許取得者 5名、総数９２名となる。 

原動機付自転車を購入し、消防本部に配置する。 

広沢商事株式会社より連絡車の寄贈を受け、消防本部に配置する。 

災害対応特殊救急自動車を購入し、関城分署に配置する。（更新） 

水槽付消防ポンプ自動車を購入し、筑西消防署に配置する。（更新） 

第十八代 内田 昭彦 消防長退任 

令和 4年度 退職職員 12名（再任用含む） 

救急救命士免許取得者 2名退職、総数 90名となる。 

R５.４.１ 第十九代 市村 正明 消防長就任 

職員 9名、再任用 4名採用、総数２９9名となる。 

救急救命士免許取得者 4名、総数 94名となる。 

 



筑西市 1,377,501 51.5% 571,310 53.4% 409,949 50.0% 396,243 49.4%

（前年度） 1,394,664 51.1% 580,794 53.2% 409,703 50.1% 404,167 49.4%

結城市 661,563 24.6% 291,765 27.3% 192,962 24.1% 176,835 22.0%

（前年度） 669,439 24.5% 298,661 27.4% 193,746 23.7% 177,032 21.6%

桜川市 635,300 23.8% 206,671 19.3% 199,398 24.9% 229,231 28.6%

（前年度） 663,747 24.3% 211,685 19.4% 214,906 26.3% 237,156 29.0%

（前年度） 2,727,850 100.0% 1,091,140 100.0% 818,355 100.0% 818,355 100.0%

端数調整

消防分賦金 2,674,364 職員給与関係経費 2,328,634

令和4年度消防当初予算比較表

（単位：千円） （単位：千円）

歳　　　　　入 歳　　　　　出

(前年度) 2,727,850 (前年度) 2,304,608

組　合　債 586,700   消防運営事務費 240,807

(前年度) 315,700 (前年度) 499,446

繰　越　金 103,646 消防施設整備事業 749,103

(前年) 91,702 (前年度) 147,806

国補助金 0 公　債　費 258,685

(前年度) 0 (前年度) 236,110

諸　収　入 16,893 予　備　費 1,400

(前年度) 18,161 (前年度) 1,400

使用料及び手数料 4,000 合　　計 3,578,629

(前年度) 3,575 (前年度) 3,189,370
筑西消防署・消防本部庁
舎・川島分署敷地分賦金 30,832

（前年度） 32,382

合　　計 3,578,629

桜川庁舎建設分賦金 160,848

（前年度） 0

(前年度) 3,189,370

結城市無線機購入分賦金 1,346

（前年度） 0

令和4年度消防分賦金明細
（単位：千円）

市　別 分　賦　金
左　　　　　　の　　　　　　内　　　　　　訳

世帯割　(40%) 基準財政需要額割 (30%) 職員割　(30%)

100.0% 802,309 100.0%合   計 2,674,364 100.0% 1,069,746 100.0% 802,309
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保　安　係

消 防 課

筑西消防署

川 島 分 署

管　理　係

消　防　係

消防長・次長

予 防 課

管理統制課

結城消防署

真 壁 分 署

大 和 分 署

管　理　係

消　防　係

保　安　係

消　防　係

消防本部組織図

警 防 課
消防救助グループ

救 急 グ ル ー プ

管 理 課

消防本部

財 政 グ ル ー プ
総 務 課

消 防 課

管　理　係

総　務　係

保　安　係

管　理　係

消　防　係

管　理　係

消　防　係

査 察 グ ル ー プ

総　務　係

管　理　係

危 険 物 グ ル ー プ

桜川消防署

結城南出張所

管 理 課

予 防 グ ル ー プ

指揮情報グループ

企 画 グ ル ー プ
関 城 分 署

管　理　係

消　防　係

明 野 分 署

協 和 分 署
管　理　係

消　防　係

消　防　係

総　務　係
管 理 課

消 防 課
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消防本部事務分掌 

 

総務課 

（１）消防施設、消防用財産の建設、設置、管理に関すること。 

（２）組織、制度及び消防関係例規に関すること。 

（３）消防事務の企画及び管理に関すること。 

（４）公印の管守及び文書に関すること。 

（５）関係機関との情報連絡に関すること。 

（６）職員の任免、昇任、昇格、配置、服務、分限、懲戒、表彰、教育、その他の

人事に関すること。 

（７）公務災害補償及び補償補てんに関すること。 

（８）消防職員委員会に関すること。 

（９）総務の統計に関すること。 

（10）総務に関する調査研究及び教養に関すること。 

（11）他の課に属しないこと。 

（12）予算及び経理に関すること。 

（13）職員の給与に関すること。 

（14）貸与品等に関すること。 

（15）職員の健康管理及び福利厚生に関すること。 

（16）職員の共済組合及び総合事務組合に関す 

 

警防課 

（１）車両、消防機器の整備及び管理に関すること。 

（２）消防用油脂類及び消火薬剤に関すること。 

（３）機関員の技能管理及び認定に関すること。 

（４）救助に関すること。 

（５）防災の事務に関すること。 

（６）消防救助の統計に関すること。 

（７）消防救助に関する調査研究及び教養、訓練、研修、教育に関すること。 

（８）救急に関すること。 

（９）筑西広域メディカルコントロール協議会に関すること。 

（10）筑西広域管内応急手当普及啓発活動実行委員会に関すること。 

（11）医療機関等との連携、連絡に関すること。 

（12）救急の統計に関すること。 
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予防課 

（１）火災の予防に関すること。 

（２）予防査察及び指導に関すること。 

（３）建築確認等の同意に関すること。 

（４）消防用設備等の設置及び指導に関すること。 

（５）予防の統計に関すること。 

（６）防火管理者に関すること。 

（７）少量危険物及び指定可燃物の火災予防措置に関すること。 

（８）液化石油ガス等貯蔵取扱施設の保安上の措置に関すること。 

（９）防火対象物定期点検報告制度に関すること。 

（10）防火対象物の表示制度及び消防法令適合通知書交付に関すること。 

（１1）火災調査に関すること。 

（1２）防火思想の普及に関すること。 

（1３）広報広聴及び報道対応に関すること。 

（1４）情報公開及び個人情報全般に関すること。 

（1５）危険物取扱者に関すること。 

（1６）防火保安団体に関すること。 

（1７）予防に関する調査研究及び教養、訓練、教育に関すること。 

（１8）危険物製造所等の許認可に関すること。 

（１9）危険物製造所等の火災予防措置に関すること。 

 

管理統制課 

（１）災害対策本部の設置運営に関すること。 

（２）消防相互応援及び緊急消防援助隊に関すること。 

（３）災害活動における指揮、通信及び水利の統制に関すること。 

（４）災害情報の収集及び伝達に関すること。 

（５）出場隊の編成及び追加出場指令に関すること。 

（６）いばらき消防指令センターの事務に関すること。 

（７）火災警報及び気象情報の収集並びに伝達に関すること。 

（８）開発行為に関すること。 

（９）地理及び水利の調査に関すること。 

（10）防災行政無線及び市民メールに関すること。 

（11）消防通信連絡及び災害即報に関すること。 

（12）緊急通報システムの調整及び運営管理に関すること。 

（13）通信機器の整備及び管理、情報共有端末装置の各種データベースに関する 

こと。 

（14）非常招集に関すること。 

（15）小型無人航空機に関すること。 

（16）消防の統計に関すること。 

（17）指揮情報に関わる調査研究及び教養、訓練、教育に関すること。 
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消防署事務分掌概要 

（署）筑西・結城・桜川  

 

管理課  

総務係 

（1）公印の管守に関すること。 

（2）文書に関すること。 

（3）広報及び統計に関すること。 

（4）予算及び経理に関すること。 

（5）消防用財産の管理に関すること。 

（6）職員の給与、公務災害に関すること。 

（7）職員の健康管理及び福利厚生に関すること。 

（8）貸与品及び消耗品等に関すること。 

（9）職員等の賞罰に関すること。 

（10）職員の服務及び勤務に関すること。 

（11）他の課又は係に属さないこと。 

 

管理係 

（1）職員の教養、訓練に関すること。 

（2）消防用通信施設の管理に関すること。 

（3）消防車両、消防機器及び資機材の維持、管理に関すること。 

（4）車両の交通事故に関すること。 

（5）消防用油脂類及び消火薬剤の管理に関すること。 

（6）消防用ホースの保守管理に関すること。 

（7）警防計画に関すること。 

（8）火災等の警防に関すること。 

（9）消防地理及び消防水利に関すること。 

（10）救急に関すること。 

（11）救助に関すること。 

（12）関員の技能管理及び認定申請に関すること。 

（13）他機関との連携に関すること。 
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消防課 

消防係 

（1）罹災証明等に関すること。 

（2）火災の統計、調査、報告に関すること。 

（3）火災予防に関すること。 

（4）防火思想の普及に関すること。 

（5）予防査察に関すること。 

（6）防火管理者、危険物取扱者等の育成指導に関すること。 

（7）消防計画及び訓練指導に関すること。 

（8）消防用設備等及び危険物製造所等の点検、報告に関すること。 

（9）その他火災予防事務に関すること。 

 

保安係 

（1）建築確認等の同意に関すること。 

（2）消防用設備等の設置指導及び検査に関すること。 

（3）危険物製造所等の火災予防措置に関すること。 

（4）少量危険物、指定可燃物の火災予防措置に関すること。 

（5）圧縮アセチレンガス等貯蔵又は取扱いに関すること。 

（6）その他火災予防条例等に基づく火災予防措置に関すること。 
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消防分署事務分掌概要 

（分署）川島・真壁・関城・明野・協和 

 

管理係 

（1）文書に関すること。 

（2）広報及び統計に関すること。 

（3）予算及び経理に関すること。 

（4）消防用財産の管理に関すること。 

（5）職員の給与、公務災害に関すること。 

（6）職員の健康管理及び福利厚生に関すること。 

（7）貸与品及び消耗品等に関すること。 

（8）職員の服務及び勤務に関すること。 

（9）他の係に属さないこと。 

（10）職員の教養、訓練に関すること。 

（11）消防用通信施設の管理に関すること。 

（12）消防車両、消防機器及び資機材の維持、管理に関すること。 

（13）車両の交通事故に関すること。 

（14）消防用油脂類及び消火薬剤の管理に関すること。 

（15）消防用ホースの保守管理に関すること。 

（16）警防計画に関すること。 

（17）火災等の警防に関すること。 

（18）消防地理及び消防水利に関すること。 

（19）救急に関すること。 

（20）救助に関すること。 

（21）機関員の技能管理及び認定申請に関すること。 

（22）他機関との連携に関すること。 

 

消防係 

（1）火災の統計、調査、報告に関すること。 

（2）火災予防に関すること。 

（3）防火思想の普及に関すること。 

（4）予防査察に関すること。 

（5）防火管理者、危険物取扱者等の育成指導に関すること。 

（6）消防計画及び訓練指導に関すること。 

（7）消防用設備等及び危険物製造所等の点検、報告に関すること。 

（8）その他火災予防事務に関すること。 

（9）消防用設備等の設置指導及び検査に関すること。 

（10）危険物製造所等の火災予防措置に関すること。 

（11）少量危険物、指定可燃物の火災予防措置に関すること。 

（12）圧縮アセチレンガス等貯蔵又は取扱いに関すること。 

（13）その他火災予防条例等に基づく火災予防措置に関すること 
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消防本部・署所別庁舎一覧表 

 

    区分 

署別 
所  在  地 構 造 建築面積 

（㎡） 

延べ面積 

（㎡） 

敷地面積 

（㎡） 

消防本部  

筑西消防署 

筑西市直井 1076 番地 

平成 11 年 3 月 23 日竣工 

庁舎 

RC3/0 

訓練塔Ａ 

RC6/0 

訓練塔Ｂ 

Ｓ2/0 

訓練塔Ｃ 

Ｓ2/0 

    

2,634.42 

 

77.66 

 

149.74 

 

81.91 

   

5,413.66 

 

341.30 

 

289.81 

 

155.46 

14,911.00 

筑西消防署 

川島分署 

筑西市布川 1249 番地 6 

令和 2 年 7 月 8 日竣工 
RC2/0  917.36 1,374.85 2,509.62 

筑西消防署 

関城分署 

筑西市上野 1045 番地 1 

昭和 50 年 4 月 7 日竣工 
RC1/0 259.98 259.98 3,553.24 

筑西消防署 

明野分署 

筑西市倉持 1123 番地 1 

昭和 50 年 4 月 12 日竣工 
RC1/0 250.00 250.00 743.00 

筑西消防署 

協和分署 

筑西市門井 1976 番地 1 

昭和 50 年７月４日竣工 
RC1/0 260.82 260.82 1,886.52 

結城消防署 
結城市みどり町二丁目 3 番地 

昭和 60 年 6 月 29 日竣工 
ALC2/0 855.41 1,371.57 3,361.45 

結城消防署 

結城南出張所 

結城市大字大木 1138 番地 

昭和 50 年 4 月 1 日竣工 
RC1/0 250.80 250.80 1,332.18 

桜川消防署 
桜川市西桜川二丁目 29 番地 

昭和 49 年 8 月 5 日竣工 
RC1/0 442.85 436.69 1,810.08 

桜川消防署 

真壁分署 

桜川市真壁町山尾 793 番地 

昭和 49 年 7 月 10 日竣工 
RC1/0 435.20 426.40 1,224.54 

桜川消防署 

大和分署 

桜川市羽田 1000 番地 

プレハブ仮庁舎 

※平成 23 年 10 月から 

仮庁舎 1/0 

車庫 RC1/0 

55.00 

114.00 

55.00 

114.00 
902.00 

 



階　級 消　防 消　 防 消　防 消　 防 消　防 消　 防

正　監 司令長 司　令 司令補 士　長 副士長

1 1

1 1

課　　　 長 1 1

副参事 1 1

企画グループ 2 2

財政グループ 4 1 2 1

総務課付 8 1 2 5

課　　　 長 1 1

副参事 2 2

消防救助グループ 1 1

救急グループ 2 1 1

課 　　　長 1 1

副参事 2 2

副参事兼指揮隊長 2 2

指揮情報グループ 15 6 6 3

指令センター派遣 5 1 1 3

課        長 1 1

副参事 1 1

危険物グループ 3 1 2

調査グループ 1 1

予防グループ 2 1 1

57 1 1 13 16 13 8 5

1 1

1 1

課　　　 長 1 1

課長補佐 2 2

総　務　係 9 2 2 2 3

管　理　係 12 2 2 5 3

課　　 　長 1 1

課長補佐 2 2

消  防  係 12 3 3 5 1

保　安　係 10 3 3 3 1

2 1 1

53 　 1 1 7 10 11 15 8

1 1

課長補佐 2 2

管　理　係 8 1 3 2 2

課長補佐 2 2

消　防　係 8 2 1 5

21 1 4 3 4 7 2

131 1 2 15 27 26 23 22 15

消　防　長

消

防

本

部

総　務　課

予　防　課

小       計

消 防 次 長

警　防　課

管理統制課

 職員係別配置状況（１）
 (令和5年4月1日 現在)

計 消防監 消防士
本部・署係別

　合　　　　　計

筑

西

消

防

署

署長

管　理　課

消　防　課

小       計

副署長

予防専従員

小       計

川

島

分

署

分　署　長

管　理　係

消　防　係

 24



階　級 消　防 消　 防 消　防 消　 防 消　防 消　 防

正　監 司令長 司　令 司令補 士　長 副士長

1 1

7 2 2 1 2

7 1 1 2 3

15 2 3 4 4 2

1 1

7 2 2 2 1

7 1 1 2 2 1

15 2 3 4 4 2

1 1

7 1 1 2 2 1

7 2 2 2 1

15 2 3 4 4 2

1 1

1 1

課　　　 長 1 1

課長補佐 2 2

総　務　係 10 2 4 3 1

管　理　係 12 2 5 2 3

課　　　 長 1 1

課長補佐 2 2

消　防　係 10 3 1 5 1

保　安　係 10 2 2 4 2

2 1 1

52 1 1 7 9 13 14 7

1 1

1 1

課　　　 長 1 1

課長補佐 2 2

総　務　係 10 3 1 3 3

管　理　係 11 3 2 4 2

課　　　 長 1 1

課長補佐 2 2

消　防　係 10 2 4 3 1

保　安　係 10 2 3 4 1

1 1

50 1 1 7 10 10 14 7

1 1

課長補佐 1 1

管　理　係 9 2 4 3

課長補佐 2 2

消　防　係 8 1 2 3 2

21 1 3 3 6 6 2

299 1 4 18 50 57 64 68 37

関

城

分

署

分　署　長

管　理　係

消　防　係

小       計

明

野

分

署

分　署　長

管　理　係

消　防　係

小       計

 職員係別配置状況（２）
(令和5年4月1日現在)

計 消防監 消防士
署係別

協

和

分

署

分　署　長

管　理　係

消　防　係

小       計

結

城

消

防

署

署　　 　長

副署長兼南出張所長

管　理　課

消　防　課

予防専従員

小       計

桜

川

消

防

署

署　　 　長

副署長兼大和分署長

管　理　課

消　防　課

予防専従員

小       計

　合　　　　　計

真

壁

分

署

分　署　長

管　理　課

消　防　課

小       計
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消　防 消   防 消　防 消   防 消　防 消   防

正　監 司令長 司　令 司令補 士　長 副士長

9 9

8 1 7

5 1 4

5 1 4

7 2 5

14 9 5

17 16 1

19 5 12 2

17 4 13

26 15 11

12 11 1

8 7 1

9 2 6 1

9 4 5

9 6 3

1 1

7 6 1

7 1 6

8 3 5

7 3 4

8 6 2

9 8 1

7 4 3

6 2 3 1

7 1 5 1

7 2 4 1

2 1 1

11 4 3 4

10 5 3 2

6 1 4 1

4 1 1 2

1 1

4 2 2

1 1

1 1

3 1 1 1

2 1 1

1 1

4 1 1 1 1

1 1

299 1 4 18 50 57 63 69 37

４ ０ 年

４ 2 年

４ １ 年

※再任用職員（フルタイム・短時間）を含む

計

３ ９ 年

３ ６ 年

３ ７ 年

２ ４ 年

２ ５ 年

２ ６ 年

２ ７ 年

２ ８ 年

２ ９ 年

３ ０ 年

３ ２ 年

３ ３ 年

３ ４ 年

３ ５ 年

３ ８ 年

１ ５ 年

１ ６ 年

１ ７ 年

３ １ 年

１ ８ 年

１ ９ 年

２ ０ 年

２ １ 年

２ ２ 年

２ ３ 年

１ ０ 年

１ １ 年

１ ２ 年

１ ３ 年

１ ４ 年

５　年

６　年

７　年

８　年

９　年

１年未満

1　年

２　年

３　年

４　年

  階級別勤務年数 

階　級
計 消防監 消防士

勤続年数

(令和5年4月1日現在)

 26



消　防 消　防 消　防 消   防 消　防 消   防
正　監 司令長 司　令 司令補 士　長 副士長

2 2
1 1
3 3
3 3
4 4
5 5
7 7

10 4 6
6 2 4

12 10 2
14 13 1
17 6 10 1
18 7 11
96 13 50 33
13 5 7 1
11 7 4
14 9 5

8 8
12 2 9 1

8 4 2 2
8 7 1
2 1 1
7 5 2
8 1 7

91 1 26 44 19 1
9 2 7
7 5 2
7 5 2
9 7 2
7 6 1
6 1 4 1
9 1 5 3
9 3 3 3
5 4 1
9 6 3

77 5 47 25
8 6 1 1
7 5 1 1

1 1
1 1
3 1 1 1
1 1
3 2 1
1 1
3 1 1 1

28 1 4 13 2 5 3
2 1 1
2 2
4 1 3

299 1 4 18 50 57 63 69 37

334 1 4 24 53 66 69 76 41合計

  階級別年齢 

階級
計 消防監 消防士

年齢

(令和5年4月1日現在)

１９歳未満
1 ９　歳

２ ０　歳
２ １　歳
２ ２　歳
２ ３　歳

小計

２ ４　歳
２ ５　歳
２ ６　歳
２ ７　歳
２ ８　歳
２ ９　歳

４ ３　歳

３ ０　歳
３ １　歳
３ ２　歳
３ ３　歳
３ ４　歳
３ ５　歳
３ ６　歳
３ ７　歳
３ ８　歳
３ ９　歳

４ ０　歳

合計

５ ４　歳
５ ５　歳
５ ６　歳
５ ７　歳
５ ８　歳
５ ９　歳

６ １　歳
６ ０　歳

小計

小計

小計

小計

小計

４ ９　歳

５ ２　歳
５ ３　歳

４ ４　歳
４ ５　歳
４ ６　歳
４ ７　歳
４ ８　歳

５ ０　歳
５ １　歳

４ １　歳
４ ２　歳
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52 2 10 16 13 11

1 1

1 1

救命士
研　修

東 京 救 命 士 養 成 研 修 1 1

初任教育 初 任 科 7 7

救 急 科 7 5 2

救 助 科 3 1 2

火 災 調 査 科 2 1 1

予 防 査 察 科 3 2 1

特 殊 災 害 科 3 2 1

警 防 科 3 3

特別教育 水 難 救 助 課 程 1 1

2 1 1

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

3 1 2

2 1 1

2 2

1 1

消防
大学校

消防職員教育状況

合計

受講
人員

消防
司令
以上

消防
司令補

消防
士長

消防
副士長

消防士
人員・階級

　　種　　別

令和4年度

幹 部 科

火 災 調 査 科

その他
（各種）

専科教育消防学校

小型移動式クレーン運転技能講習

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習

玉 掛 け 技 能 講 習

潜 水 士

小 型 船 舶 免 許 取 得 講 習 会

全 国 消 防 救 助 シ ン ポ ジ ウ ム

フ ル ハ ー ネ ス 型 墜 落 防 止 用 器 具

日 本 ド ロ ー ン 協 会 UAV3 級 操 縦 士

消防・救急緊急自動車運転技能者課程

主 任 無 線 従 事 者
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